







































































































































































































































































































































































































































































平日 22往復 39往復 5往復
土休日 20往復 34往復 5往復
2010年
平日 22往復 36往復 5往復
土休日 20往復 34往復 7往復
2011年
平日 22往復 35往復 5往復
土休日 20往復 34往復 6往復
2012年
平日 22往復 35往復 6本 5本
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運営補助金 車両更新補助金 観光仕様補助金 その他 伊賀市名張市広域行政事務組合　　 合計
2007年度 25,000,000 1,000,000 10,000,000 36,000,000
2008年度 50,000,000 2,300,000 9,800,000 20,000,000 82,100,000
2009年度 50,000,000 50,500,000 9,047,619 20,000,000 129,547,619
2010年度 60,000,000 57,818,000 10,000,000 127,818,000
2011年度 60,000,000 42,600,000 102,600,000
合計 245,000,000 150,918,000 11,347,619 13,600,000 60,000,000 478,065,619
（伊賀市提供資料より作成）
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利用者および沿線住民の転換後の評価と伊賀線
の上下分離についての認識を明らかにする。ア
ンケート調査は図 3に示したように、伊賀鉄道
の駅から半径 1kmを目安とした住宅地を中心
とした地域で行った。まず調査対象者の年齢・
性別・職業の属性をみておきたい。
図 8は性別と年齢構成を示したものである。
全132人のうち、年齢構成では60代以上が約半
数を占めており、高齢者が多い結果となった。
職業を示したものが図 9である。図 8において
約 3分の 2が女性であったことから、職業では
主婦・主夫が最も多く半数近くを占める結果と
なった。主婦・主夫以外の職業の割合は低く、
多くても10％前後となっている。
図10は利用頻度を示したものである。「年に
数回」と「月 2～3日」で約半数が不定期利用
であり、沿線住民の利用頻度は低いと考えられ
る。それに対し、「毎日」という回答も30人存
在しており、「週 3～5日」と合わせて約 3分の
1が伊賀線を高い頻度で利用していることも分
かった。このことから、全体として伊賀線を利
用する頻度が低い住民が半数以上存在する一
方、伊賀線を毎日利用し、生活に欠かせない交
通手段であるという住民も一定数存在すること
が分かる。
2 ．沿線住民の伊賀線転換後の評価
最後に沿線住民の伊賀線転換の認知度と転換
後の評価について述べる。図11は伊賀線転換
の認知度と転換後の運行に対する評価を示した
もので、伊賀線の転換を認知しているグループ
には転換以前と比較した運行に対する評価を、
非認知のグループには現在の伊賀線の運行に対
する評価を求めた。このうち、前者においては、
転換前に比べて現在の評価は「分からない」
「どちらともいえない」という回答が多い。こ
の背景として、図10で示したように沿線住民
の約半数の利用頻度が低い結果から普段あまり
利用しないことによると考えられる。その一方
以前に比べてより手の込んだ作りとなっている。
また自転車を電車内に持ち込める「サイクル
トレイン」も近鉄時代の2005年に通学客の少な
い夏休みと土休日に試験的に行っていたが、転
換後の2008年からは毎日運行として利便性を
高めている。それと同時に、茅町駅での無料レ
ンタサイクルを開始しており、伊賀市内の観光
アクセス等を目的に活用できるようにしている。
このように伊賀鉄道では、近鉄時代から行って
いた路線維持の施策を継続して行うとともに、
より充実した内容としていることが分かる。
伊賀鉄道転換後に実施された代表的なものと
して、「1日フリー乗車券」と「年間フリーパ
ス （伊賀エコロジーパス）」の 2種類のフリー
乗車券の発売がある。どちらも伊賀鉄道全線で
乗り放題となる乗車券で、「1日フリー乗車券」
は 1日間、「年間フリーパス」は 1年間有効の
ものである。特に、「1日フリー乗車券」は転
換時に発売されたもので、価格は伊賀神戸～上
野市間の往復運賃と同額であり、全線で往復乗
車した際の運賃よりも安い金額となっている。
「年間フリーパス」は2008年から発売を開始し
たもので、年間14万620円となっており、これ
は伊賀神戸～上野市間の通勤定期 6カ月 2枚分
の値段と同額であり、無記名式であることから
使用可能な人を特定しない点が特徴である。
この他に、「伊賀鉄道地域交通連携計画」に
基づき、2011年度には駅コンサートや駅イルミ
ネーション、菜の花の種まき列車や忍術体験列
車といった魅力のある鉄道づくりを目的とした
事業や、付加価値のある乗車券の作成による定
期外旅客の利用促進、オリジナルグッズによる
運輸収入以外の収入獲得を目指した事業が行わ
れている。
Ϭ　伊賀線の上下分離と地域住民
1．調査対象者の属性と利用頻度
本章ではアンケート調査結果により、伊賀線
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図 8　調査対象者の性別と年齢構成
（アンケート調査より作成）
図 9　調査対象者の職業
（アンケート調査より作成）
図10　調査対象者の利用頻度
（アンケート調査より作成）
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の 4分の 1程度存在しており、この中には前述
のように伊賀鉄道に関心が無いといった意味の
ほか、伊賀市から伊賀鉄道への公的支援が行わ
れていること自体初めて知ったという回答も含
まれている。一方で、「補助金を無くすべき」、
「路線を廃止にするべき」といった回答は存在
しないことから、伊賀鉄道への公的支援につい
ては一定の理解があるという見方もできる。し
かし、他の交通機関に転換した上で補助を行う
べきという意見も少ないながら存在する他、そ
の他の意見として列車本数の少ない上野市～伊
賀上野間のみをバスなどの他の交通機関に転換
すべきといった意見もあった。
ϭ　おわりに
本研究では三重県伊賀市を走る伊賀鉄道伊賀
線における、上下分離方式導入による近畿日本
で、転換前後と比較して「利用しにくい」とい
う回答と、「利用しやすい」という回答はほぼ
同数となっており、前者は運行本数の減少や運
賃の上昇を、後者は新型車両の導入が背景にあ
るものと考えられる。
伊賀鉄道の公的支援を受けながらの運行につ
いての賛否と伊賀市からの補助金の評価につい
て示したのが図12である。沿線住民の多くは
伊賀鉄道の公的支援を受けながらの運行につい
ては賛成であるものの、年間6000万円の補助
に関しては「分からない」という意見が最も多
い結果となった。これは6000万円という補助
金額が容易に想像できる金額ではないというこ
ともあるが、図10で示したように半数の住民
は伊賀線に乗る頻度が少ないことから、あまり
関心がないという意味である可能性も高い。ま
た公的支援を受けながらの運行についての賛否
そのものに「分からない」と回答する層も全体
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図11　伊賀線転換の認知度と転換後の運行に対する評価
（アンケート調査より作成）
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こと、上部構造を担当する伊賀鉄道へ伊賀市が
出資することにより、伊賀鉄道に対して伊賀市
が経営責任をもつ狙いがあること、の 3点が理
由であることも明らかとなった。
上下分離による転換前後の輸送の変容として
は、年間輸送人員が転換直後に一時的に増加し
たものの、その後再び減少傾向に移り、転換当
初の増発も利用者の減少に伴い転換前以下の水
準になっており、加えて転換時の運賃の値上げ
により利便性は転換前に比べ低下しているとい
える。しかし、転換前の課題である車両更新が
実施されたことによりサービス水準は上がった
鉄道から伊賀鉄道への転換から現在までの流れ
に加え、沿線住民の意識と評価について明らか
にしてきた。その結果、以下の点が指摘できる。
伊賀線の伊賀鉄道への転換については、近鉄
による厳しい経営が続いてきたことに加え、車
両更新の必要性が迫っていた伊賀線に対して、
沿線自治体である伊賀市からの財政支援が出来
る様になったことが伊賀線転換の最大の理由で
ある。また、転換に際して、上下分離方式を採
用したことについても、沿線に上下一体で受け
入れる企業が存在しないこと、下部構造を近鉄
が保有することにより適切な管理が実施される
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図12　公的支援を受けながらの伊賀線の運行への賛否と伊賀市からの補助金の評価
（アンケート調査より作成）
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るといえる。たとえば，伊賀神戸駅における乗
り継ぎ割引や接続改善など、両者における連携
を行うことも考えられる。
今後の課題として、本研究におけるアンケー
ト調査は伊賀線沿線住民を対象に行ったもので
あるが、その対象は伊賀線沿線の旧上野市域の
みに留まっており、伊賀線沿線から離れている
新市域においても伊賀線の運行に対する意識調
査の必要性があるといえる。冒頭で述べたよう
に、「鉄道事業再構築事業」の制定により、鉄
道事業の上下分離の体制が整備された今、経営
難の地方ローカル線では路線維持の方策とし
て、上下分離を採用する事例が増加している。
しかし、これまで述べたように上下分離は鉄道
事業者、自治体そして沿線住民の意識が1つに
なって初めて効果が出るものであり、鉄道事業
者・沿線自治体・沿線住民は鉄道の上下分離の
みに留まらず、地域の交通体系全体を議論した
上で、上下分離方式による鉄道の存続が行われ
ることが求められるといえる。
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